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第５回法テラスの在り方に関する有識者検討会 意見書 

２０２６年７月３日 

一般社団法人 生活困窮者自立支援全国ネットワーク理事 生水 裕美 

１. 法的解決と福祉的支援の一体的提供の必要性

相続、離婚、多重債務、消費者被害などの法的トラブルは、単なる法律問題にとどまりません。

これらは住居喪失や失業、精神的な不調、家族関係の破綻などを引き起こし、生活基盤そのものを

脅かす要因となり得ます。その結果、複数の課題が重なり、生活困窮状態へと深刻化する場合も少な

くありません。こうした事案に対しては、法律専門職による法的解決と、福祉や医療など生活を支え

るサービスを一体的に提供することが不可欠です。法的課題を解決するだけでは生活再建につな

がらず、また、生活支援だけでは根本的な問題の解消に至らない場合があります。両者が連携し、早

期に支援を行うことで、生活再建の可能性を高めるとともに、被害の拡大防止や深刻化の回避にもつ

ながります。そのためには、自治体が主体となり、住民に身近な場所で相談を受け止める窓口を整備す

るとともに、法律専門職と福祉関係機関が日常的に連携できる体制を構築することが重要です。 

２. 関係省庁等の予算活用による連携構築と既存事業の質的向上

自治体が市民の生活困窮や複合的課題に対して一体的な支援を目指すにあたり、法律専門職との

日常的な連携は欠かせません。自治体の単費予算にとどまらず、厚生労働省や消費者庁などの関係

省庁の予算を活用し、法律専門職との連携を制度として整えた実践例として、野洲市の取組は参考に

なると考えます。 

同市では、市民の生活の困りごとを解決し、自立を促し、生活再建に向けた支援を行うことは、市の

重要な役割と考え、生活が立ち行かなくなった市民に対して、生活の困りごとを解決するという大きな

括りで捉えて支援を進めてきました。問題に個々に対応するのでなく、相互関係を把握し、一体的な

解決を目指して、「おせっかい」を合言葉に、市役所に設置した総合相談窓口（第１回配布資料１３

生水委員提出資料参照）を核にして、公共サービス、専門家、地域社会の総合力を効果的に発揮させる

仕組みを発展させてきました。この理念と具体策については、野洲市くらし支えあい条例（平成２８年

１０月１日施行）に盛り込まれています。 

なお、これらの予算活用は、単に相談事業の「回数を増やす」といった量的な拡大にとどまりません。

福祉の専門性と法律の専門性を組み合わせることで、自治体が従来から実施している既存事業（相談

支援・福祉サービス等）の質の向上が期待されます。 

※参照：野洲市 HP「野洲市くらし支えあい条例について」

https://www.city.yasu.lg.jp/soshiki/shiminseikatsusoudan/kurashisasaeaijyourei

/kurashisasaeaijyourei.html 

資料６

https://www.city.yasu.lg.jp/soshiki/shiminseikatsusoudan/kurashisasaeaijyourei/kurashisasaeaijyourei.html
https://www.city.yasu.lg.jp/soshiki/shiminseikatsusoudan/kurashisasaeaijyourei/kurashisasaeaijyourei.html
蒼士 井上
長方形
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（１）生活困窮者支援におけるアセスメントとプランの質的向上 

（厚生労働省予算 生活困窮者自立支援制度/自立相談支援事業） 

☛予算の仕組みと活用：  

重層的支援体制整備事業（生活困窮者支援分野）の予算（委託料）を活用し、法律専門職が参画する

支援調整会議を定期開催しています。  

☛既存事業の質的向上：  

福祉、就労、教育等の担当者が、法律の専門家と直接情報を共有しながらアセスメントを行うこと

で、従来、福祉側だけでは見落とされがちだった「潜在的な司法ニーズ（多重債務、不当な契約、DV 等）」を

初期段階で把握しやすくなります。結果として、自治体の自立相談支援事業等で作成される支援プランの

実効性の向上が期待されます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

※①令和７年度野洲市支援調整会議実績 

項目 内容 

事業名 重層的支援体制整備事業（生活困窮者支援分野） 

予算項目 【自立相談支援事業】 

野洲市支援調整会議に係る弁護士又は司法書士派遣委託料（委託料） 

開催回数（実績） 月１回/年間１２回 

概要 野洲市支援調整会議は、野洲市くらし支えあい条例及び生活困窮者自立

支援法に基づき設置した会議であり、生活困窮者等への支援を効果的かつ

円滑に実施するため、専門家や関係機関が参画している。個別ケースの

支援方針や支援内容の妥当性及び適正性について協議するとともに、

制度や社会資源に関する情報共有、支援上の課題の検討を行い、生活

再建に向けた総合的な支援の充実を図っている。 

構成員 弁護士、司法書士、野洲市社会福祉協議会、滋賀労働局（ハローワーク

草津）、やすワーク（ハローワーク草津）、野洲市発達支援センター、市民

協働室、市民生活相談課など  

支出実績 委託料ー派遣委託料 231,000円（@17,500円×１.１×１２回）  

 

（２）経済困窮から生きることの包括的支援への質的向上（消費者庁予算） 

☛予算の仕組みと活用：  

消費者庁の「消費者行政推進事業費（報償費等）」を活用し、いのちを守る多重債務対策事業に

関する専門相談・ケース検討等を実施しています。 

☛既存事業の質的向上：  

従来の多重債務相談は、法律相談を紹介することで終わりがちでした。しかし、本予算を活用して

※報酬（謝金）の財源については、厚生労働省は支援調整会議・支援会議の構成員として「弁護士、

司法書士」が参加した場合には、生活困窮者自立相談支援事業費等負担金の中から報酬（謝金）を支

出できる、と周知されています。 
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弁護士・司法書士、市職員、社会福祉協議会等が協働でケース検討を行うことで、借金の背景にある

精神疾患や依存症、孤独・孤立を多角的に分析できるようになります。自殺対策の視点を組み込んだ

「生きることの包括的な相談事業」へと質的に転換され、根本的な課題への支援（生活再建）につながると考

えます。 
 

※②令和７年度いのちを守る多重債務相談実績 

項目 内容 

事業名 消費者行政推進事業費 

予算項目 いのちを守る多重債務対策事業に関する専門相談謝礼（報償費） 

相談件数（実績） 年間３回 

概要 野洲市いのちを守る多重債務対策事業に関する専門相談は、多重債務

問題を自殺防止や生活再建の視点から捉え、弁護士や司法書士等の

専門家を交えて事例検討を行う取組である。法的課題と生活課題の両面

から支援方策を検討し、関係機関の連携強化と支援力の向上を図って

いる。 

参加者 弁護士、司法書士、市役所担当職員、野洲市社会福祉協議会など 

支出実績 報償費－弁護士謝礼 66,000円（@20,000円×１.１×３回）  

 

（３）野洲市くらし支えあい条例行政指導に関する法的実効性の向上（消費者庁予算） 

☛予算の仕組みと活用：  

消費者庁の「消費者行政推進事業費」等を活用し、野洲市くらし支えあい条例等に基づく行政指導等に

関し、法律専門職から事例検討や法的助言を定期的に受ける仕組みを構築しています。 

☛既存事業の質的向上：  

消費生活相談員や職員が抱え込みがちな困難事例・消費者被害に対し日常的に法律専門職の専門的

支援を受けることで、自治体が行う行政指導等の適法性と実効性の向上が期待されます。結果として

迅速な被害救済や地域における消費者被害の未然防止の強化につながることが期待されます。 

 

※③令和７年度野洲市くらし支えあい条例行政指導に関する専門相談実績 

項目 内容 

事業名 消費者行政推進事業費 

予算項目 野洲市くらし支えあい条例行政指導に関する専門相談謝礼（報償費） 

相談件数（実績） 年間６回 

概要 くらし支えあい条例行政指導に関する専門相談は、くらし支えあい条例に

基づく事業者への行政指導等について、弁護士等の専門家から助言を

受ける取組である。個別事案の法的課題や対応方針を検討し、行政指導の

適正な運用と消費者被害の未然防止及び拡大防止を図っている。 

参加者 弁護士、消費生活相談員、相談者 

支出実績 報償費－弁護士謝礼 132,000円（＠20,000円×１.１×６回） 
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（４）出張・オンライン相談による司法アクセスの質的向上（消費者庁予算） 

☛予算の仕組みと活用：  

消費者庁の予算を活用し、「地域に法律を届ける仕組みづくり事業」として、地域のコミュニティ

センターや図書館への能動的な専門家派遣（アウトリーチ型相談会）や、柔軟な「オンライン法律相談会」を実

施しています。 

☛既存事業の質的向上：  

市役所本庁舎の窓口まで足を運ぶことが経済的・心理的・身体的に難しい高齢者や困窮者、引きこもり

状態にある当事者に対し、相談環境の選択肢を広げます。これにより、自治体の法律相談事業が「来庁で

きる人だけが使える事業」から、「より支援を必要とする相談者に確実に届くアウトリーチ事業」へと質

的な転換が期待されます。 

 

※④令和７年度地域に法律を届ける仕組みづくり事業（派遣型）実績 

項目 内容 

事業名 消費者行政推進事業費 

予算項目 地域に法律を届ける仕組みづくり事業派遣委託料（委託料） 

開催回数（実績） 

相談人数（実績） 

弁護士相談／年間１３回（相談人数３７人） 

司法書士相談／年間１３回（相談人数３１人） 

概要 市民が身近な地域で専門的な法律相談を受けることができるよう、市内

７箇所のコミセン（各コミセン年間１回／年間７回）及び市民協働室

（野洲図書館内／年間６回）に弁護士及び司法書士を派遣し、法律相談会を

実施  

※１回あたり３枠の相談枠で構成/１人１枠で時間は４５分（予約制） 

対象者 市民 

支出実績 委託料－派遣委託料 500,500円（@35,000円×１.１×１３回）弁護士 

委託料－派遣委託料 500,500円（@35,000円×１.１×１３回）司法書士 

 

※⑤令和７年度地域に法律を届ける仕組みづくり事業（オンライン型）実績 

項目 内容 

事業名 消費者行政推進事業費 

予算項目 地域に法律を届ける仕組みづくり事業派遣委託料（オンライン実施分）

（委託料） 

相談回数（実績） 弁護士相談／年間４回、司法書士相談／年間７回 

概要 地域における法律等の専門相談を、より身近に、より柔軟にするため、

オンラインによる法律相談会を実施 

※１回あたり１枠/１人１枠で時間は６０分 

対象者 市民 

支出実績 委託料－派遣委託料 44,000円（@10,000円×１.１×４回）弁護士 

委託料－派遣委託料 77,000円（@10,000円×１.１×７回）司法書士 
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（５）消費者安全確保地域協議会における見守りの質的向上（消費者庁予算） 

☛予算の仕組みと活用：  

消費者庁の「消費者行政推進事業費（地方消費者行政強化交付金等）」を活用し、協議会の全体会議や

運営にかかる費用（委員報酬・報償費等）を担保します。野洲市では、本予算から弁護士等の専門職

委員への報酬を支出する仕組みを構築しています。このように多職種が公式な委員として集う基盤を

財政的に支えることで、安定的かつ持続可能な見守り体制が確保されます。  

☛既存事業の質的向上：  

従来の消費生活相談や見守り活動は、被害が発覚してから相談に対応したりする「事後対応型」に

なりがちでした。しかし、本予算を活用して法律専門職が協議会に参画することで、民生委員や福祉

関係者が日頃の見守りの中で「何かおかしい」と感じた初期の兆候に対し、弁護士の法的助言をうける

ことが可能となり、消費者被害に遭いやすい市民を地域全体で支えるネットワークの実効性向上に

つながることが期待されます。 

 

※⑥令和７年度野洲市消費者安全確保地域協議会実績 

項目 内容 

事業名 消費者行政推進事業費 

予算項目 野洲市消費者安全確保地域協議会委員報酬 

回数（実績） 年間２回 

概要 野洲市消費者安全確保地域協議会は、消費者安全法に基づき設置した組織で

あり、高齢者、障がい者その他の配慮を要する消費者を地域で見守る体制を

構築している。消費者庁から提供される情報や関係機関が把握する情報等を

活用して見守りリストを作成し、支援対象者の把握と見守り及び支援につなげて

いる。年２回の全体会議を開催し、情報共有や事例検討、研修等を通じて

関係機関の連携強化を図り、消費者被害の未然防止・拡大防止に取り組んで

いる。 

構成員 野洲市社会福祉協議会、守山警察署、民生委員児童委員、介護サービス

事業者、障がい福祉サービス事業者、医療機関、弁護士等 

支出実績 報酬－委員等報酬 60,000円 

（内訳）弁護士×12,000円×２回出席＝24,000円 

医師×12,000円×２回出席＝24,000円 

民生委員児童委員×3,000円×１回出席＝3,000円 

介護サービス事業者×3,000円×２回出席＝6,000円 

障がい福祉サービス事業者×3,000円×１回出席＝3,000円 
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※⑦参考：消費者HPより引用 
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３. 守秘義務規定のある各省庁の「会議体」への法テラス参画について 

法テラスと自治体の連携を最も実効的に担保し、既存の福祉・法的支援の質を高めるための最大の

鍵が、「守秘義務規定のある会議体」への法テラスの組織的参画です。 現在、他省庁・多制度の枠組みに

おいて、以下（※⑧参考：守秘義務規定のある会議体の例）の守秘義務を有する会議体が規定されて

います。これらの会議体に法テラスが構成員として参画することは、自治体との連携を深める上で

重要であると考えます。 

 

（１） 法律上の守秘義務に守られた情報共有や支援策の検討 

生活困窮、ＤＶや児童虐待、社会的孤立や引きこもり、あるいは精神疾患を抱える当事者は、判断

能力の低下や支援拒否などにより、自身の状況を客観的に判断できず、自ら法的支援を求めたり、機関

同士の情報共有に同意を示したりすることが困難なことが多々あります。例えば生活困窮者自立

支援法の「支援会議」は、構成員に対して法律上の守秘義務（漏洩時は１年以下の拘禁刑又は１００万円以

下の罰金）が課されています。 この守秘義務規定を根拠に、国のガイドラインが定める一定の要件を満

たせば、「あらかじめ本人の同意を得ずに、関係機関間で例外的に個人情報を共有し、具体的な方

針を検討すること」が適法に行えます。 ここに法律専門職が初期段階から参画していることで、法

律専門職による法的視点により、潜在的な司法ニーズの把握が進みます。 

 

（２）多職種によるチーム支援（司法ソーシャルワーク）による既存事業の質的向上 

生活困窮や DV、社会的孤立を伴う困難事例において、法律専門職が単独で相談を受けた場合、

法的解決の前提となる「生活基盤の脆弱さ」や「精神的不安定さ」といった、法律外の深刻な生活課題

（家賃滞納、失業、見守り等）まで法律専門職に負担が集中し、受任をためらう要因や支援の頓挫を

招くという課題がありました。守秘義務のある会議体のなかで、法律専門職と自治体各部局（福祉、

保健、住宅、教育等）、地域の支援機関が一堂に会することにより、「法的支援は弁護士が担い、生活

課題への対応や日常生活の見守りは自治体や地域の関係機関が担う」という役割分担と協働（チーム

支援）が機能します。これにより、自治体の相談事業と法テラスの民事法律扶助制度（償還猶予・免除

制度の徹底活用を含む）が相互に連携することで、既存事業の支援の質の向上が期待されます。  

 

（３）縦割りを超えた横断的プラットフォーム（地域司法プラットフォーム）の実現 

厚生労働省は、支援会議等の開催にあたって弁護士や司法書士の参画を検討すること、および

参画した場合には生活困窮者自立相談支援事業費等負担金等の中から報酬（謝金）を支出できる旨を

明確に周知しています。 しかし、課題は生活困窮（厚労省）や消費者被害（消費者庁）だけに留まり

ません。社会的孤立、高齢者・障害者の権利擁護、児童虐待など、各省庁が縦割りで展開する各会議体に

法テラスが横断的に参画することで、法テラスが中核的な役割を担う『地域司法プラットフォーム』の

形成が進むと考えます。 法テラスの業務の在り方として総合法律支援法における業務規定や中期目標に

おいて「生活困窮者自立支援法をはじめとする各法に基づく支援機関・会議体との協働による支援」等を
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明記し、この参画を組織的・持続的なものとして位置付けることが必要と考えます。 

 

※⑧参考：守秘義務規定のある会議体の例 

※社会福祉法の支援会議については、法改正により令和９年４月１日から全ての市町村で活用可能 
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４. まとめ 

法テラスと自治体との連携は、単なる窓口間の相互紹介やリーフレット配布にとどまるものでは

ありません。自治体には、関係省庁の多様な予算や事業を活用しながら、法律専門職の地域への参画を

促進し、既存の福祉・相談支援事業の質を高める仕組みを構築することが求められます。また、法テラス

には、法的な守秘義務が担保された支援会議等へ組織的に参画し、多職種による情報共有や支援方針の

検討に積極的な役割を果たすことが期待されます。 

 今後の法テラスの在り方を考える上では、個別相談への対応に加え、他省庁や自治体が構築する地域の

支援プラットフォームへ積極的に参画し、地域における連携・協働機能を強化していく視点が重要と

考えます。 

 

 

 

 

 

※注釈 

本意見書における具体的な取組事例や予算活用実績は、野洲市の協力を得て、同市の事例を基に

記載しています。 




